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　鉄道事業からは、列車や駅からの一般

廃棄物や総合車両センターからの産業廃

棄物、生活サービス事業からは、飲食業の

生ゴミや小売業の一般廃棄物など、さま

ざまな廃棄物が排出されます。 

　JR東日本グループが2005年度に排

出した廃棄物は77万トン。このうち

79%をリユース・リサイクルしました。廃

棄物量は、排出割合が大きい設備工事の

内容が年度ごとに異なり、変動が大きい

ため、リサイクル率については廃棄物の

種類ごとに達成目標を定めて取り組んで

います。なお、一般廃棄物は、JR東日本

グループ全体で2008年度までにリサイ

クル率を43%とする目標を定めており、

2005年度は42%となりました。 

 

 

　JR東日本を利用するお客さまは一日

平均約1,600万人。駅や列車で排出さ

れるゴミは2005年度で4.5万トンにも

及びます。これは11万人が1年間に一般

家庭で出すゴミの量に相当します。しかし、

このなかには新聞や雑誌、空き缶などの

資源ゴミも含まれているため、分別を徹

底しリサイクルすることが大切です。JR

東日本では、駅に分別ゴミ箱を設置する

ほか、収集後の分別を徹底するためにリ

サイクルセンターを設けています。

2008年度までにリサイクル率45％の

達成を目標としていますが、2005年度

は47％となり、目標を達成しました。 

 

 

　駅・列車からの廃棄物が特に多い首都

圏では、リサイクルセンターを設置して対

応しています。（株）東日本環境アクセス

が運営している施設で、上野駅と大宮、新

木場の3カ所にあります。上野駅と大宮

のリサイクルセンターでは2005年度、

東京都内と埼玉県内から空き缶・ビン・ペ

ットボトル4,257トンを分別・圧縮し、再

生業者に送りました。新木場のリサイク

ルセンターでは2005年度、集積した新聞・

雑誌4,937トンを製紙工場へ送り、コピ

ー用紙などにリサイクルしました。 

 

　JR東日本では、新津車両製作所で通勤・

近郊型電車を製造し、そのほか総合車両

センターなどで車両の整備や修繕を行っ

ています。廃棄物の減量とリサイクルを

進めるため、車両設計時からライフサイク

ル全体を考えた対応をしているほか、各

総合車両センターでは、廃棄物を20～

30種類に分別し、専門の回収業者に送る

など、分別の徹底によりリサイクル率の向

上に取り組んでいます。なお、2005年

度の実績から把握の対象を拡大し、廃車

解体のうち外部に売却したうえで解体さ

れる車両についても、把握の対象として

取り組みを進めることとしました。 

資源循環への取り組み 

 

　駅や構造物における設備工事では、受

託工事※1による12万トンを含めて、

2005年度には53.7万トンの廃棄物が

発生しました。廃棄物処理法上は工事の

請負会社が排出事業者になりますが、JR

東日本も発注者として、仕様書などを通

じて、建設副産物の適正処理や、廃棄物

を抑制する設計・工法を規定し、廃棄物削

減に向けた努力をしています。 

 

 

　JR東日本グループでは、駅構内・駅ビ

ル等から出るゴミの減量やリサイクルを

推進しています。 

　駅弁などを製造・販売している（株）日

本レストランエンタプライズでは、「食品

ゴミ循環の仕組み」を構築しています。

これは、食品ゴミを堆肥へ再生し、自社の

有機リサイクル農園や契約農家で使用、

さらにそこで生産した無農薬・無化学肥

料野菜を飲食店等で食材として使用する

というものです。 

 ほかにも、（株）吉祥寺ロンロンでは、駅

ビル内に堆肥化施設を設置したり、グラ

ンデュオ立川では、ビル内でつくった堆肥

を店頭で販売しています。 

 

 

　オフィスでは、さまざまな対策によりペ

ーパーレス化を推進するとともに、廃棄

物のリサイクルに取り組んでいます。分

別を徹底することで、2005年度には廃

棄物2,912トンのうち1,847トン（63%）

をリサイクルしました。 

 

 

　JR東日本では年間1,128万トンの水

資源を使用しているため、中水※2の利用

を積極的に進めており、雨水や手洗い水

をトイレの洗浄水として再利用しています。

本社ビルでは2005年度に使用した4.2

万トンの水のうち、2万トンを再利用しま

した。 
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投入する資源の量から削減するリデュース、できるだけ廃棄物とならないように 

長く使い続けるリユース、再資源化して使うリサイクルという、より上流からの 

対応によって、循環型社会構築への取り組みを進めています。 

資源の循環利用をどのように進めていますか?

生活サービスにおける取り組み 

オフィスにおける取り組み 

水資源の有効利用 

廃棄物リサイクルの状況 

資源循環への取り組み 

リサイクルセンターの運営 

総合車両センター等でのリサイクル 設備工事における廃棄物削減 

駅・列車におけるリサイクル 

新木場にあるリ
サイクルセンター
では新聞・雑誌を
処理しています 

新津車両製作所。1999年に日本の鉄道会社の現
業部門として初めてISO14001の認証を取得 

※1 受託工事 
列車の安全運行の確保などのために、

JR東日本が自治体などから委託を受

けて行う社外施設の工事。 

※2 中水 
上水と下水の中間に位置付けられる

水の用途。水をリサイクルして限定し

た用途に利用するもの。 

17.0

7.6

5.2
37.6

4.3
47.6

53.7

2.4

1.6 1.5

0.6

2.2 2.1

0.5

1.9

0.5 2.1

1.8 

 

3.30.4

0.4

駅・列車のゴミの推移 総合車両センター等からの廃棄物の推移 

設備工事からの廃棄物の推移 

食品ゴミ循環の仕組み 

JR東日本総合研修センターにおけるリサイクルの取り組み 

リサイクル率（％） 
処分量（万t） 
リサイクル量（万ｔ） 

リサイクル率（％） 
処分量（万t） 
リサイクル量（万ｔ） 

リサイクル率（％） 
処分量（万t） 
リサイクル量（万ｔ） 

0

2

4

6

8

10

0

10

20

30

40

50
（万t） （％） 

'01 '02 '03 '04 '08目標値 

45

37
39

36

'05

1.8 1.9

3.3 3.2

5.1 5.0

1.9

3.0

4.9

2.1

2.8

4.8
4.5

2.1

2.4

43
47

0

1

2

3

50

60

70

80

904
（万t） （％） 

85

74

81

71

'01 '02 '03 '04 目標値 
（'05～'08平均値） 

82

90

'05

84
86

0

25

50

75

50

65

80

95
（万t） （％） 

52.4 40.5 32.3

'01 '02 '03 '04

92

48.1

43.3

91
89

'05

69.4
畑で利用 

飲食店 

弁当工場 

野菜 

堆肥化施設 

47.7

6.1

76

JR東日本総合研修センターでは、地域

との共生をめざし、食堂で発生する生ゴミ

を堆肥化して、地元農家に提供するリサイ

クルを行っています。 

食事を提供している（株）日本レストラン

エンタプライズでは、食材の無駄をなくす

ための献立と仕入れの工夫を行っています。

また、ゴミ処理装置の維持管理を行ってい

るジェイアール東日本ビルテック（株）新白

河事業センターでは、装置の故障低減や

運用管理方法の改善を通じて、肥料取出率

を年々高めています。 

こうしてつくられた肥料は、高い品質で地

元農家の方々

にも評価いただ

いています。 

できあがった肥料 
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　JR東日本では、切符や磁気定期券のリ

サイクルに取り組むとともに、繰り返し使

用できるICカード乗車券Suicaの普及を

推進し、乗車券類の廃棄物削減に取り組

んでいます。 

　回収した切符については、製紙工場へ

送り、切符の裏面の鉄粉を分離して、

2005年度には666トンの全てを、トイ

レットペーパーや段ボール、名刺用紙にリ

サイクルしました。また使用済み磁気定

期券については、回収した全てを固形燃

料として再利用しています。 

　また、Suicaは繰り返し使用できること

から、普及が進むほど、資源を節減するこ

とにつながります。このことから、使い捨

てを防止するため、通常の乗車券類とは

異なり、初回購入時にデポジットをお預か

りしています。 

　Suicaの普及により、磁気定期券の減

少も進んでいます。具体的には、Suica

導入前の2000年度と2005年度の磁

気定期券の年間発行枚数を比較すると、

約1,620万枚減少しました。 

 

 

　1999年に定めた「グリーン調達ガイ

ドライン」に基づき、資材調達の際に環境

負荷が小さい製品を選ぶよう努めると同

時に、再生材料の使用や廃棄物の減量化

などを取引先さまに依頼しています。 

　2000年度からペットボトルなどの再

生ポリエステル繊維を利用した制服を採

用しています。また、オフィスで使用する

事務用品においては、44％の品目がグリ

ーン購入対象物品となっており、コピー

用紙も全社使用量の99％が再生紙で占

められています。 

 さらに、JR東日本の資材調達先となる

取引先さまについて、環境およびCSRの

取り組み状況を把握し、調達先選定の際

の指標のひとつとしています。 

 

 

　駅で発生するゴミを単にリサイクルす

るだけでなく、再び当社で活用すること

により、循環の環の拡大に努めています。 

切符から再生された紙は、トイレットペー

パーとして当社の首都圏の主な駅のトイ

レで使用するほか、社員の名刺としても

使用しています。分別ゴミ箱で回収した

新聞紙はコピー用紙にリサイクルし、当社

のコピー用紙として使用しています。また、

雑誌はコート紙にリサイクルし、新幹線車

内に設置している情報誌『トランヴェール』

の用紙として使用しています。 

 

 

資源循環への取り組み 

 

 

 

　オゾン層を破壊する特定フロンを冷房

装置（大型冷凍機）の冷媒として使用し

ていましたが、特定フロンを使用しない

冷房装置に順次切り替えており、2005

年度末の時点で建物における特定フロン

を使用した冷房装置は、10台まで削減し

ました(1990年度は82台)。 

　車両では、気動車と客車の一部を除い

て代替フロンを使用しており、2005年

度末の時点で2トンの特定フロン、92ト

ンの代替フロンを使用しています。漏洩

がないよう定期的にチェックし、廃車時に

は法令に基づき回収しています。また消

火剤として利用しているハロンは、

2005年度末時点で60トン使用してい

ますが、設備の更新や新設の際には、順

次それ以外の消火剤(粉末、CO2など)へ

の代替を進めています。 

 

　JR東日本では、主に車両の塗装や補修

などに化学物質を使用していますが、漏

出などがないよう厳正に使用・管理してい

ます。2001年度以降はPRTR法※1に基

づき、特定化学物質を一定量以上取り扱

う事業者として、20カ所の事業所が関係

自治体に排出量と移動量を届け出ています。 

　一方、塗装が不要なステンレス車両の

導入も進めており、2005年度末で在来

線電車10,652両のうち66%を占める

までになりました。 

　車両関係以外では鉄道施設の塗料や、

線路の砕石を安定させる道床安定剤など

に有機溶剤を使用しており、2005年 

度には450トンを使用しました。 

 

　自営の川崎発電所では、燃料として比

較的環境負荷の少ない都市ガス、灯油、

低硫黄重油を使用しています。排出物に

は窒素酸化物(NOx)や硫黄酸化物(SOx)、

ばいじんが含まれるため、脱硝装置や集

じん装置により排出削減に努めています。 

新潟県中越地震の被災により、自営水力

発電所が停止していたため、火力発電所

の運転時間が増加し、2005年度のNOx

排出量は462トンに増えました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　JR東日本では、PCBを絶縁油として

車両や変電所などの機器で使用してきま

したが、PCBを含まないものに積極的に

取り替えています。取り替えたPCB機器

は82カ所の保管庫などで厳重に保管、

法令に基づいて届け出を行っています。 

　無害化処理については、PCB廃棄物処

理施設の稼動状況、国における検討状況

を踏まえて検討を進めています。 

環 境 Environmental 化学物質管理 Environmental
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ポリ塩化ビフェニル（PCB）の管理 

化学物質の使用にあたっては、人体や生態系への影響をきちんと考慮する必要があります。  

JR東日本グループでは、法規制を守ることはもちろんのこと、自主的な目標を設定することで、  

使用量・排出量の削減と、より影響の少ない物質への代替を進めています。 

化学物質の管理をどう進めているのですか?

化学物質の管理状況 火力発電所における取り組み 

オゾン層破壊物質に関する取り組み 

化学物質使用・排出量の削減 

グリーン調達 

乗車券類の廃棄物削減 

駅で発生するゴミの循環利用 

駅で回収した新聞紙は製紙工場で再生紙に生まれ
変わります 

JR東日本のコピー用紙として購入し、社内で再び使
用します 

ガラス瓶をリサイクルしたタイルを、フィットネスクラ
ブのプールサイドで使用（ジェクサー上野店） 

駅で集められる使用済み切符は、トイレットペーパー
として首都圏の主要駅に戻ります 

※1 PRTR法 
正式名称は特定化学物質の環境への排出量の把握

等及び管理の改善の促進に関する法律。有害な化学

物質の環境への排出量を把握・管理を促進し、環境へ

の影響を未然に防止することを目的としています。 

特定フロン使用大型冷凍機台数の推移 
磁気定期券の発行枚数の推移 

届出20事業所の排出量・移動量 

自営火力発電所からのNOx排出量推移 
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（台） 

82

23

'90 '01 '02 '03 '04 '08
基準値 目標値 

（年度） 

19
14

72％ 
削減 

77％ 
削減 

83％ 
削減 

100％ 
削減 0

'05

13
10

84％ 
削減 88％ 削減 

'00 '01 '02 '03 '04 '05（年度） 

化学物質名称 
大気への 
排出量 

下水道への 
移動量 

事業所外への 
移動量 

エチルベンゼン 
 （kg） 

スチレン 
（kg） 

4,4'-メチレンジアニリン 
（kg） 

エチレングリコール 
（kg） 

トルエン 
（kg） 

キシレン 
（kg） 

2-アミノエタノール 
（kg） 

ＨＣＦＣ-141b 
（kg） 

ビスフェノールA型エポキシ樹脂 
（kg） 

トルエンジイソシアネート 
（kg） 

直鎖アルキベンゼンスルホン酸 
（kg） 

クロムおよび3価クロム化合物 
（kg） 

ジクロロメタン 
（kg） 

ﾎﾟﾘ(ｵｷｼｴﾁﾚﾝ)=ｱﾙｷﾙｴｰﾃﾙ 
（kg） 

o-トルイジン 
（kg） 

マンガン 
（kg） 

5,698 

2,392 

0 

0 

31,533 

45,800 

0 

2,043 

0 

1,083 

0 

0 

6,048 

0 

0 

0

0 

0 

0 

0 

7 

7 

1,600 

0 

0 

0 

1,400 

0 

0 

1,400 

0 

0

720 

0 

208 

18,097 

14,146 

1,535 

200 

0 

1,678 

200 

0 

109 

1,400 

0 

95 

32

注）土壌への排出、公共用水域への排出および埋立処分はありません。 
　  届出のうち排出量と移動量があった物質のみ掲載しています。 
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